
 

 

令和７事業年度決算 

 

附 属 明 細 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２６年６月 

 

 

日本投資者保護基金            



目       次 

 
 

 
１．収入・支出明細書 

 (1) 一 般 勘 定      

   収 入 明 細 書            ・・・・・・・・・・・ １  

   支 出 明 細 書            ・・・・・・・・・・・ ２  

(2) 投資者保護資金勘定 

  収 入 明 細 書            ・・・・・・・・・・・ ３  

  支 出 明 細 書            ・・・・・・・・・・・ ４  

 

２．収益・費用明細書 

 (1) 一 般 勘 定      

  収 益 明 細 書            ・・・・・・・・・・・ ５  

  費 用 明 細 書            ・・・・・・・・・・・ ６  

 (2) 投資者保護資金勘定 

  収 益 明 細 書            ・・・・・・・・・・・ ７  

  費 用 明 細 書            ・・・・・・・・・・・ ８ 

 

３．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細 

・一般勘定         ・・・・・・・・・・・ ９  

 

４．投資者保護資産等の増減額の明細 

  ・投資者保護資金勘定    ・・・・・・・・・・・ 10  

 

５．補償債権等の増減額の明細 

  ・投資者保護資金勘定    ・・・・・・・・・・・ 11 

 

  

 

 



１．収入・支出明細書

 (1)一般勘定

科　　目 金　　額 備　　　　考

円

(款)会 費 収 入 139,486,500       会員263社分（注）

(款)資産運用収入 650,000           債券利子(未収収益を含む。)

(款)会員加入金 4,000,000        

 (款) 基金運営安定積立資産戻入収入 35,736,000       

(款)他勘定からの繰入金収入 142,854,764      

合　　計 322,727,264      

令和７事業年度　収入明細書

(注)　令和7事業年度における新規加入会員は4社であるが、そのうちの1社については、既存会員の事業の全部を承継することを目的とした加入であること
    から、会員の会費に関する細則第6条第3号の規定に基づき、加入時の会費を免除している。



(1)一般勘定

科　　目 金　　額 備　　　　考

円

(項)一般管理費 167,361,438      

 (目)役職員給与 (114,641,185)    役職員給与(予算定員12名(うち、役員6名))、諸手当、社会保険料、その他厚生費

 (目)役職員退職給与引当金繰入 (10,069,000)     

 (目)調査費 (11,675,500)     弁護士・公認会計士報酬、国際会議参加費等

 (目)会議費 (923,564)        常設委員会等運営費

 (目)旅費交通費 (85,872)         旅費、交通費

 (目)通信費 (1,209,911)      電話代、郵便料金、インターネット接続関係費等

 (目)印刷費 (238,937)        コピー代、印刷代

 (目)事務所費 (26,997,713)     事務所賃借料、事務機器リース代等

 (目)事務委託費 (760,000)        業務委託料

 (目)雑  費 (542,856)         消耗品代等

 (目)租税公課 (216,900)         法人都民税、固定資産税

(項)基金運営安定積立資産取得支出 151,365,826      

(項)予　備　費 0                

合　　計 318,727,264      

令和７事業年度　支出明細書



 (2)投資者保護資金勘定

科　　目 金　　額 備　　　　考

円

(款)負担金収入 12,000,000        新規加入会員3社分（注）

 承継勘定の廃止に伴う資産の移管

合　　計 154,854,764      

 債券利子(未収収益を含む。)、有価証券償還益

(注)　令和7事業年度における新規加入会員は4社であるが、そのうちの1社については、既存会員の事業の全部を承継することを目的とした加入であること
    から、業務規程第27条の2の規定に基づき、加入時の負担金を免除している。

令和７事業年度　収入明細書

(款)資産運用収入 142,854,764      



(2)投資者保護資金勘定

科　　目 金　　額 備　　　　考

円

(項)一般管理費 0                

 (目)調　査　費 (0) 

(項)他勘定への繰入金支出 142,854,764      

合　　計 154,854,764      

12,000,000       (項)投資者保護資産繰入

令和７事業年度　支出明細書



２．収益・費用明細書

 (1)一般勘定

科　　目 金　　額 備　　　　考

円

経常収益

　会 費 収 入 139,486,500        会員263社分

　資産運用収入 650,000           

　　債券利息 (650,000)          未収収益を含む。

　他勘定からの繰入金収入 142,854,764       

合　　計 282,991,264       

令和７事業年度　収益明細書



(1)一般勘定

科　　目 金　　額 備　　　　考

円

経常費用

  一般管理費 169,169,265       

  　役 職 員 給 与 (114,641,185)     役職員給与(予算定員12名(うち、役員6名))、諸手当、社会保険料、その他厚生費

    役職員退職給与引当金繰入 (10,069,000)      

    調  査  費 (11,675,500)      弁護士・公認会計士報酬、国際会議参加費等

    会  議  費 (923,564)         常設委員会等運営費

    旅費交通費 (85,872)          旅費、交通費

    通　信　費 (1,209,911)       電話代、郵便料金、インターネット接続関係費等

    印　刷　費 (238,937)         コピー代、印刷代

    事 務 所 費 (28,805,540)      事務所賃借料、事務機器リース代等、減価償却費(1,807,827円)

　　事務委託費 (760,000)         業務委託料

　　雑　　　費 (542,856)          消耗品代等

　　租 税 公 課 (216,900)          法人都民税、固定資産税

合　　計 169,169,265       

令和７事業年度　費用明細書



 (2)投資者保護資金勘定

科　　目 金　　額 備　　　　考

円

経常収益

　資産運用収入 142,854,764       

　　債券利息 (82,479,764)       未収収益を含む。

　　有価証券償還損益 (60,375,000)      

合　　計 142,854,764       

令和７事業年度　収益明細書



(2)投資者保護資金勘定

科　　目 金　　額 備　　　　考

円

経常費用

　他勘定への繰入金支出 142,854,764       

合　　計 142,854,764       

令和７事業年度　費用明細書



３．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

・一般勘定

(単位：円)

区　分 資産の種類
期首帳簿価額

Ａ
当期増加額

Ｂ
当期減少

（除却）額 Ｃ
当期減少額のうち
既償却累計額 Ｄ

当期帳簿減少額
Ｅ（Ｃ-Ｄ）

当期償却前残高
Ｆ（Ａ+Ｂ-Ｅ）

減価償却期首
累計額 Ｇ

当期償却額
Ｈ

減価償却累計額
Ｉ（Ｇ+Ｈ-Ｄ）

差引当期末残高
Ｊ（Ｆ-Ｈ）

建 物 14,702,844 0 0 0 0 14,702,844 9,310,812 1,667,608 10,978,420 13,035,236

器 具 備 品 1,658,012 0 0 0 0 1,658,012 4,919,554 140,219 5,059,773 1,517,793

投資その他の資産 敷金・保証金 18,952,920 0 0 0 0 18,952,920 0 0 0 18,952,920

35,313,776 0 0 0 0 35,313,776 14,230,366 1,807,827 16,038,193 33,505,949

有 形 固 定 資 産

合    　計



４．投資者保護資産等の増減額の明細

 ・投資者保護資金勘定

（単位:円）

区　　分 資産の種類 期首残高 当期減少額 差引当期末残高

投資その他の資産 投資者保護資産 58,457,349,480 0 58,469,349,480

当期増加額の明細： 負 担 金 収 入 額

計

（単位:円）

区　　分 負債の種類 期首残高 当期減少額 差引当期末残高

 投資者保護資金

  投資者保護資産見返

当期増加額の明細： 負 担 金 収 入 額

計

当期増加額

特別法上の引当金等

12,000,000円

0 48,668,194,18012,000,000

12,000,000円

当期増加額

12,000,000

12,000,000円

48,656,194,180

12,000,000円



５．補償債権等の増減額の明細

 ・投資者保護資金勘定

（単位:円）

区　　分 資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 差引当期末残高

投資その他の資産 補償債権 0 0 0 0

（単位:円）

区　　分 負債の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 差引当期末残高

その他の負債 補償債権見返 0 0 0 0


